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地域研究というものは,単に学問的な問題意識を鋭

敏に磨いただけでほっとまらないし,反面,フィール

ド･ワークの方法論だけ精敏に研究したとしても,うま

くいくものではない｡学問以前の問題,あるいは学問

と次元をたがえた問題がまつわ りついてくるところに

難 しさがあるといえる｡本書が,そ うした学問前の問

題をあまね くカバーしきっているかというと,そ うで

もない｡それにしても本書は,地域研究の広義におけ

る技術的問題点に真正面か ら取 り組んだ本として,し

かもあまり類のない試みをなした本として,一読をお

勧めしたい｡本書の評価は,読者の現地研究体験の有

無とその内容に応 じて,どうしても主観的にならざる

を得まい｡その点を考慮して,本書の内容のよしあし

の評価は,ここでは避けたい｡ (矢野 暢)

Jack Hellerand Kenneth M.Kau#man.

TaxIncentivesforIndustryinLessDevel-

opedCountries. HarvardUniversity,1963.

xii+288p.

本書は Harvard Law Schoolの International

Program inTaxationに基づいて生れ た成果 の一つ

であって,それまでにも同計画に関連して,低開発国

における課税問題を取扱ったものとして,報告書や論

文 ･著書などが発表されている｡主な もの と して,

ConferenceonAgriculturalTaxationandEconomic

Develepment(1954),E.R.Barlow と I.T.Wender

の共著であ る Foreign Investmentand Taxation

(1955),NationalTaxJournalの1957年12月号の J.

Froomkinによる論文, HSome ProblemsofTax

PolicyinLatinAmerica,"H.P.Waldの Taxaiion

ofAgriculturalLandinUnderdevelopedEconomies

(1959),S･Rossと J･B.Christensenの共著にかか

わる TaxIncentivesforIndustryinMexico(1959)

などがあった｡本書はこれら従来の研究の上に立って

いわゆるタックス ･インセンティブの問題を論 じてい

るのである｡ 著者の一人 Heller氏は上記計画に関し

ての教授研究員であり, もう一人 の Kauffman博士

は Harvard Universityの経済学部の教授である｡

本書は6章から成るが,第 1章序論のみが両著者に

よって共同執筆され,残 りの5章のうち第 2章 ｢タッ

クス ･インセンティブの法律 の分析｣お よび第 3章Il
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｢タックス ･インセンティブ立法の評価のパースペク

ティブ｣が Heller氏によって,残 り3章がKauffman

博士によって書かれたものである｡後の3章はそれぞ

れ第4章 ｢所得税免除｣,第 5章 ｢インセンティブの

利潤性に対する影響の評価手続｣および第6章 ｢加速

減価償却と関連インセンティブ｣によって構成されて

いる｡Heller氏の担当した章はタックス ･インセンテ

ィブに関する行政学ならびに法的なアブp-チに基づ

き,Kau触 an博士の分担した章は主として経済学の

立場か ら論じられている｡

低開発国における産業助成のために税制を用いるこ

とは広 く行なわれている現象である｡そのための主要

なや り方は租税の免除といわゆる加速減価債却の導入

である｡本書も主としてこの2つの方法に関して,こ

れらが有効に働きうる諸条件ならびにこれ らの与える

諸効果,さらにその他の方法との比較,などについて

詳細な分析を行なっている｡その際現実に行なわれて

いる立法例としてほ多 く南米およびアフリカ諸国のそ

れが言及されており,東南アジアの例にふれることは

少ない｡このことは一面,東南アジア諸国についての

この種の研究がほとんどなされていないことを物語る

ものであるが,もちろんこのことはわれわれが東南ア

ジア諸国のタックス ･インセンティブを研究する上に

ぉいての本書のもつ意義をいささかも減ずるものでは

ない｡本書を読んで一番印象づけられたことを一つだ

けあげれば,もともとの私の興味のせいによるのかも

しれないが,この種の税制の利用の成功にとって ｢し

っか りした税務行政の確立｣がいかに重要であるかと

い うことであった｡ (活永敬次)

JapanTaxAssociation･ Asian Taxation

1965.1966.148p.

日本租税研究協会 (JapanTaxAssociation)とい

うのは,米国の NationalTaxAssociationにならっ

て戦後わが国において誕生 した民間の税法 ･税制の研

究団体である｡この協会は大蔵省などの協力を得て･

1963年 4月8日から16日にわたってアジア諸国の局長

クラスの出席を得て ｢アジア諸国の税制と税務行政に

関する特別大会｣を東京と大阪において開催した｡こ

の会議の成果は 『アジア諸国の税制と税務行政に関す

る特別大会記録』(1963年,227頁)として残されてい

る (英文の報告書は,JapanTaxAs sociation･Pro-
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